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平成２２年度 事業報告書 
 

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの１年間において実施した事業の内容

について報告します。 
 
Ⅰ．概況 

 
  本協会は、内燃力発電設備等の品質性能に係る認証、技術指導及び専門技術者の養成等を

行うことにより、内燃力発電設備等の機能の向上と安全の確保を図ることを目的とする社団

法人です。 
この目的を達成する為の事業活動を展開し、また新規事業の立ち上げ計画の立案と理事会

承認、公益法人制度改革に伴う定款案の作成、公益目的支出計画を加味した平成２３年度予

算編成等、一般社団法人への移行認可申請に向けて準備作業を推進しました。 
なお、ホームページ及び広報誌による情報公開を行い、透明性にも応えました。 

 
  事業活動の概況は、次のとおりです。 
（１）事業活動収入は、３１２，７３０千円で、年度計画比１０８％、前年度比１１１％であ 

り、事業活動支出は、３０７，２３１千円で、年度計画比１０３％、前年度比１１１％で

した。      

（２）製品認証制度においては、総務省令に基づく、消防用設備等に係る登録認定機関として

の適正な認証事業を実施しました。 
防災用自家発電装置適合マークの交付実績は５，７９９枚で、年度計画比１１６％、  

前年度比１２０％と増加しました。 

（３）専門技術者の養成事業においては、自家用発電設備専門技術者及び可搬形発電設備専門

技術者の講習・試験の全国的な展開を継続して行いました。 
新規資格取得者数は、自家用発電設備専門技術者で８８６名、前年度比９７％であり、

可搬形発電設備専門技術者で７８６名、前年度比１８７％でした。 
 
Ⅱ．事業活動の詳細 

 
１．自家発電設備の製品認証 

（１）総務省登録認定機関の登録維持 
消防法施行規則第３１条の４第２項に規定する総務省登録認定機関として、適正な事業

運営を実施しました。 
なお、本年度は、総務省登録認定機関としての第２回登録更新の時期であり、９月２８

日に更新を申請し、１０月５日に認可されました。 
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（２）製品認証制度の適正な運営 
   (公財)日本適合性認定協会(ＪＡＢ)が認定する製品認証機関として、自家発電装置の認証

基準に対する適合性評価を計画的に実施し、認証委員会の審議・承認に基づき、適合証明

書等の交付に関する業務を適正に実施しました。 
平成２２年度に実施した審査の件数は、次のとおりです。      
審査の種類 平成２２年度 

計画数(件) 
平成２２年度 
実績数(件) 

達成率 
（％） 

新 規 審 査   ０   ４    － 
更 新 審 査  ４  ５ １２５ 
サーベイランス ３０ ２２   ７３ 
個別認証審査   １   ０   ０ 

  （注）サーベイランス実績が計画数未達となった理由は、当該年度内での生産実績のない事業者があった 

ことによります。 

 
（３）各種認定マークの管理 

総務省登録認定機関認定マーク、製品認証機関の適合マーク及び(公財)日本適合性認定

協会(ＪＡＢ)認定マークの適正な交付と適切な管理を実施しました。 
平成２２年度の製品認証機関の適合マーク及び登録票の発行枚数は、次のとおりです。 

種 別 平成２２年度 
計画数(枚) 

平成２２年度 
実績数(枚) 

達成率 
（％） 

前年度比

（％） 
適合マーク ５，０００    ５，７９９ １１６ １２０ 防 災 用 
登録票 ２０，０００ ２３，８０２  １１９ １２１ 
適合マーク ０ ０  ― ― 常  用 

登録票 ０ ５ ― ５００ 
適合マーク ０ ３ ― ５０ 常用防災 

兼用 登録票 ０ １０ ― ６３ 
可搬形 適合マーク ５，０００ ８，１２０ １６２ １７５ 

適合マーク  ６０ １０１ １６８  ９６ 非常動力 
装置 登録票 １２０ ２４４ ２０３ ６１ 

 

   （注）可搬形発電設備が前年度より交付枚数が増加した要因は、国土交通省排ガス規制への駆け込み 

需要が考えられます。また、東日本大震災への対応により、平成 23 年 3 月度実績（1,850 枚）が 

前年同月実績（600 枚）と比べ約３倍と大幅増になっています。 

 

２．自家用発電設備専門技術者の養成等 

（１）講習・試験の実施 
   平成２２年９月から１１月に、全国１０地区で延べ２３回の講習・試験を実施しました。

新規資格取得者数(合格者数）は、次のとおりです。 
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自家用発電設備専門技術者 可搬形発電設備専門技術者  
平成２２年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２１年度

新規資格取得者(名) ８８６ ９１２ ７８６ ４２１ 
前年度比（％） ９７ １１５ １８７ ６５ 
資格保有者（名） ２０，０６６ ２０，１６７ ７，９５８ ７，４２４ 

   （注）可搬形専門技術者の資格取得者の大幅増加は、官公庁・大手総合建設会社等から主任技術者選 

任についての指導が強くなったこと、及び団塊世代の大量退職などによる新規申請者等の増と考 

えられます。 

 

（２）資格更新講習の実施 
   平成２２年９月から１１月に、全国１２地区で延べ３４回の更新講習を実施しました。

受講者数は、次のとおりです。 
自家用発電設備専門技術者 可搬形発電設備専門技術者  

平成２２年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２１年度

更新講習受講者(名)  ３，３２８  ３，１７１   ５６１  ６０２ 
前年度比（％） １０５ ９９ ９３ ８１ 

 
（３）点検済証の交付 
   専門技術者が自家発電設備の保守点検を行った際に貼付する点検済証の交付枚数は、次

のとおりです。 
 平成２２年度 

計画数(枚) 
平成２２年度 

実績数(枚) 
達成率 
（％） 

前年度比 
（％） 

定置形用点検済証 １，０００  １，８６７   １８７   １４０ 
可搬形用点検済証 ５，０００  ４，５９６     ９２     ９０ 

                               

（４）特種電気工事資格者認定講習の実施等 
  ① (財)電気工事技術講習センターから受託した特種電気工事資格者の認定講習を東京地区 

で実施しました。 
② 自家用発電設備専門技術者の資格取得者は、経済産業省の産業保安監督部等に対し認

定申請を行うことにより、特種電気工事資格（国家資格）を取得することができます。  

今年度の合格者の内、３４８名から当協会を通して資格取得の希望があり、これに必要な

認定申請の協力業務を行いました。 
 
 
３．規格・基準の整備と技術調査・研究活動 

（１）自家発電設備に係る規格・基準の整備 

 ① ＮＥＧＡ Ｃ ４１１「品質システム審査基準－要求事項」の改正  

ＮＥＧＡ Ｃ ４１１「品質システム審査基準－要求事項」は、ＪＩＳ Ｑ ９００１「品

質マネジメントシステム－要求事項」が２０００年度版から２００８年度版に、（公財）
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日本適合性認定協会（ＪＡＢ）基準のＪＡＢ Ｐ ２０４「第三者製品認証システムの類型」

が２００１年度版から２００７年度版に改正されるなど、関連する規格・基準が改正され

ていることから、これらの改正との整合をとるため見直しを行い、７月に開催した技術委

員会の審議・承認を経て、７月２６日付けで改正（施行は９月１日）しました。 

 

（２）関係官庁への協力 

① 国土交通省官庁営繕部の電気設備工事監理指針について、平成２２年度版改定に伴う

意見照会があり、会員会社１０社の委員で構成される作業部会で審議し、排気ガス脱硝処

理の還元剤として最近の主流である尿素を追記することなどの意見回答を行いました。 

 ② 国土交通省航空局の発電設備工事設計要領の改定調査委員会が開催され、改定作業に

参画しました。  

 
（３）ガス供給系統の評価 
   ガス専焼発電設備用ガス供給系統の安全性について評価委員会において評価を実施し、

評価証書を交付しました。評価件数は、次のとおりです。 
 平成２２年度 

計画数(件) 
平成２２年度 

実績数(件) 
達成率 
（％） 

前年度比 
（％） 

評価件数    １２   ７   ５８   ７０ 
                       評価件数の累計：２６０件 

   （注）達成率及び前年度比の低迷の理由は、近年の燃料価格高騰により、都市ガスを燃料とする 

常用防災兼用発電装置の設置台数が年々減少傾向にあることによるものです。 

 
（４）自家発電設備の出力算定 
   出力算定ソフト（ＮＨ１）のパソコンＯＳウインドウズ７及びビスタ対応版の販売を４

月より開始し、８３本販売しました。 

 

（５）統計データの調査分析と公表 
   平成２１年度下期及び２２年度上期の防災用及び常用防災兼用の適合マーク使用報告

データ及び平成２１年度の常用自家発電設備の設置状況等について製造者等へのアンケ

ートに基づく調査・分析を行い、その結果について広報誌に掲載するなどして公表しまし

た。 
   また、上記の防災用及び常用防災兼用発電設備の適合マーク使用報告データを収録した

電子データを作成し販売しました。 
 
（６）新規事業の立ち上げ計画 

平成２２年１０月２１日開催の理事会・政策審議委員会合同会議にて、新しい公益目的

事業の立ち上げ計画について検討委員会の設立が承認され、検討委員会を３回開催しまし

た。 
 



 5

   検討委員会にて新規事業として「防災用自家発電設備の経年劣化調査事業」及び「自家

発電設備に係る新技術調査・研究事業」を実施する方針及び事業計画案等を策定し、平成

２３年３月１７日開催の理事会にて、事業立ち上げが承認されました。 
①防災用自家発電設備の経年劣化調査事業の内容 
・実施期間  平成２３年度～平成２７年度末 
・事業費総額 ２７０百万円 

②自家発電設備に係る新技術調査・研究事業の内容 
・実施期間  平成２３年度～平成２８年度末 
・事業費総額 １５０百万円 

事業の運営・実施は、既存の「技術委員会」の下にワーキングチームとして専門委員会 
を平成２３年４月に設置し、実行にあたります。 

 

４．協会事務局関連 

（１）公益法人制度改革への的確な対応 

① 平成２３年度に「一般社団法人」へ移行認可申請をする予定であり、平成２２年５月

の通常総会にて、定款（案）が承認（仮承認）されました。  
② 公益目的支出計画の実施事業を、専門技術者事業とする事業編成で１年間の実績を把

握するために、本年度の予算は一部事業区分を見直し編成しましたが、新たに、防災用自

家発電設備の経年劣化調査事業及び自家発電設備に係る新技術調査・研究事業を実施事業

に加えて申請する方向で諸準備を進めました。 
③ 協会内の「公益法人制度改革に関する検討委員会」にて、移行認可申請に必要な関連

資料の確認及び対応策の検討を行いました。 

 

（２）経済産業省による業務及び財産状況の検査の実施について 

   平成２３年１月２０日、経済産業省 原子力安全・保安院による業務及び財産状況の検

査（３年に１度の定期検査）が当協会にて実施され、①定款・役員名簿等の備え付け資料、

②定款に則した運営、③公益会計基準に準じた財務諸表等の確認が行われました。 

追加説明資料の提出依頼はなく検査を終えました。 

 

（３）広報活動について 

   広報誌「内発協ニュース」を毎月発行し、協会の事業活動の他、関連行政・業界情報、

会員活動状況等を中心に広報を行いました。会員紹介の記事及び太陽光発電・風力発電設

備の新エネルギーの記事を引き続き連載しました。 

また、ホームページでの情報公開についても、タイムリーに情報提供を行いました。 

 

（４）国内視察研修会について 

① 上期の視察研修会を平成２２年８月に愛知県で開催し、次の施設の視察研修を行いま

した。（参加者：２６名） 
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・新舞子マリンパークの風力発電設備 

・あいち臨空新エネルギー実証研究エリアのバイオマス利用スターリングエンジン発

電、家庭用燃料電池の耐塩害性耐久評価、集光式太陽光発電プラント等の新エネルギ

ー実証研究施設 

・中部国際空港エネルギー供給㈱のコージェネレーション設備（空港施設へ電力と熱

を供給）と非常用自家発電設備 

 

② 下期の視察研修会を平成２３年２月に茨城県で開催し、次の施設の視察研修を行いま

した。（参加者：２２名） 
・東京電力㈱常陸那珂火力発電所の微粉炭火力発電設備 

・㈱バイオパワー勝田の木質バイオマス発電設備とバイオディーゼル燃料精製プラン

ト 

 

（５）海外視察 

本年度は、６月に海外視察団を派遣し、中国の電力事情、内燃力発電設備の設置状況等

の視察を行いました。視察団は、上海（上海市電力産業協会・上海市電力公司・上海ガス

タービン発電所との懇談会、上海市世界博覧会事務局の表敬訪問及び会場の視察等）、寧

波（寧波三菱化学有限公司・寧波鋼鉄有限公司の視察等）、無錫（サンテック本社視察）

の順に訪問しました。（参加者：８名） 
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Ⅲ．会務報告 

１．総会 
 ・第３５回通常総会（平成２２年５月２０日） 
   ①事業報告 ②決算報告 ③事業計画 ④収支予算 ⑤役員選任 
   ⑥公益法人制度改革に伴う定款改定の仮承認  
 
２．理事会 
・第１３０回理事会（平成２２年５月２０日） 

   ①事業報告 ②決算報告 ③役員選任  
・第１３１回理事会（平成２２年１０月２１日） 

   ①役員選任 ②新規事業の検討委員会の設置及び新規事業案 
   ③役員報酬・退職慰労金規程及び役員在任年齢規程の改定 
   ④一般社団法人申請に伴う規程類の制定  
・第１３２回理事会（平成２３年３月１７日） 

   ①新規事業等 ②基金設定に伴う「資産の管理・取扱い規則」の見直し 
   ③事業計画 ④補正予算 ⑤収支予算 ⑥新定款（仮承認済み）の最終承認 
   ⑦一般社団法人申請に伴う規程類の制定     
 
３．政策審議委員会 
 ・第１８回政策審議委員会（平成２２年５月１４日） 
   ①事業報告 ②決算報告 ③役員選任  
 ・第１９回政策審議委員会（平成２２年１０月２１日） 
   ①新規事業の検討委員会の設置及び新規事業案 
   ②一般社団法人申請に伴う規程類の制定 
 ・第２０回政策審議委員会（平成２３年３月１１日） 
   ①新規事業等 ②基金設定に伴う「資産の管理・取扱い規則」の見直し 
   ③事業計画 ④補正予算 ⑤収支予算 ⑥新定款（仮承認済み）の最終承認 
   ⑦一般社団法人申請に伴う規程類の制定 
 

４．監査 

 （１）公認会計士による監査（平成２２年４月１６日） 
 （２）協会監事による業務及び会計監査（平成２２年４月２１日） 
 
５．役員の異動 
（１）役員選任 

役 職 氏 名 就任日 会 社 名 
理 事 森田 俊二 5 月 20 日 三菱電機㈱ 
理 事 菅井 賢三 10 月 21 日 富士電機システムズ㈱ 

          平成２３年３月３１日現在、理事１４名、監事２名 
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（２）役員退任 
役 職 氏 名 退任日 会 社 名 
理 事 岡村 信行 5 月 20 日 三菱電機㈱ 
理 事 藤川 建樹 10 月 21 日 富士電機システムズ㈱ 

 
６．会員異動 

会 員 種 別 平成 22 年 
4 月 1 日 

入 会 退 会 種別変更 平成 23 年 
3 月 31 日 

正 会 員 １２３ ０ ３ －１  １１９ 
賛助会員 ８０ ０ ３ ＋１ ７８ 

計 ２０３ ０ ６    ０   １９７ 
会員異動内訳 

入会 ①正会員  なし 
      ②賛助会員 なし 

退会 ①正会員  ㈱ＮＴＴファシリティーズ、㈱創研エンジニアリング、妙高機械  
エンジニアリング㈱ 

   ②賛助会員 明希工業㈱、㈱オーヨド、㈱西機 
会員種別変更   ①正会員から賛助会員へ 三友工業㈱（大阪） 
 

７．委員会活動 
協会委員会の開催は、次のとおりです。 

委 員 会 等 の 名 称 回数 摘   要 
政策審議委員会 ３ 第１８回～第２０回 
技術委員会 １ 第３８回 
自家発電設備認証制度運営委員会 １ 第１５回 

同     認証委員会 ６ 第５７回～第６２回 
ガス専焼発電設備用ガス供給系統評価委員会 ６ 第１０３回～第１０８回

自家用発電設備専門技術者審査委員会 ３ 第８５回～第８７回 
同     テキスト作成部会 ２  
同     試験問題検討部会 １  
同     講師会 ２  

新規事業の検討委員会 ３ 第１回～第３回 
合  計 ２８  
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外部委員会等への参加は、次のとおりです。 
委  員  会  等  の  名  称 回数

(社)火力原子力発電技術協会 調査研究事業委員会   １
日本電気技術規格委員会    ５(社)日本電気協会 
同上 火力専門部会   ２
蓄電池設備認定委員会   ４
蓄電池設備認定委員会幹事会   ４

 
(社)電池工業会 

蓄電池設備整備資格者講習実施委員会   ７
ISO/TC70（往復動内燃機関）国内対策委員会   ２
ISO/TC70/SC8 往復動内燃機関／排気排出物測

定分科会 
  ２

 
日本内燃機関連合会 
 

ガスタービンＪＩＳ原案作成委員会   ５
(財)港湾空港建設技術 

サービスセンター 
航空局発電設備工事設計要領改定調査委員会   ３

               合    計 ３５

 
以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


